LIPER図書館情報学教育班2003年度報告書

 LIPER図書館情報学教育班メンバー

三輪眞木子、村主朋英(以上、研究分担者)、上田修一(研究代表者)

柴田正美、竹内比呂也、吉田右子(以上、研究協力者)

 1．研究会

　図書館情報学教育班は、2003年度に6回の研究会(表1参照)を開催し、メンバー間で議論を重ね、図書館情報学および司書課程教育の現状を把握することを研究の主たる目標と定めた。

　この目標を踏まえて、第1年次である2003年度は、図書館情報学科および司書課程の多様な事例を調査し、それらの現状を把握するとともに、全体像を描き出す際の枠組みに用いることのできる要素を抽出することとした。

　具体的には、図書館情報学教育に関する主要文献の収集･レビューを進めるとともに、各学科･課程で図書館情報学･司書課程科目を担当する教員を対象とするインタビュー調査を実施し、併せてカリキュラムや教育内容を示す資料を収集した。

　また、日本における図書館情報学教育制度の変遷を明らかにするために、年表の作成に着手した。

表1．2003年度の教育版研究会の概要 日時 場所 概要

----------------------------------------------------------------------------

【1】2003/6/21(土)

15:45-16:30 東大本郷 教育班のメンバー確定 

日本図書館協会図書館学教育学部会の定期調査との内容調整の必要性の確認 

調査設計と調査日程の検討

【2】2003/7/19(土)

13:00-15:30 慶大三田 図書館情報学教育機関の教育目標、カリキュラム、教育体制等の多様性と、調査･分析の留意点を検討 

司書課程開講単位数や提供形態による違いの明確化 

司書課程履修者の増加傾向理由を把握する必要性を確認 

教育機関へのインタビュー調査を実施することし、対象機関サンプリング方法、パイロット調査対象を検討

【3】2003/9/6(土)

14:30-16:00 慶大三田 省令改正以降に開講した大学と省令改正以降の司書課程におけるカリキュラムの詳細な調査の必要性を確認 

上記分析結果に基づき、インタビュー調査対象のサンプリングを行うことを決定 

関西大学インタビュー調査の報告に基づくインタビュー調査項目の検討

【4】2003/11/22(土)

16:00-17:00 慶大三田 学校図書館班からの要望に対応し、司書課程と司書教諭課程を併設している機関の場合は後者もインタビュー調査項目に含めることとする 

インタビュー調査対象候補機関リストに基づき、今後の調査予定を検討

【5】2004/1/10(土)

16:15-17:50 慶大三田 インタビュー調査結果から、日本の図書館学教育の多様性が判明･図書館学教育制度の歴史的変遷を年表にまとめることとする 

2004年度予定のアンケート調査について設計の方針と問題点を検討した結果、当初計画の全てを含めるのは困難との結論を得る 

2004年度司書課程初学者を対象に入口調査(アンケート方式)実施を企画 

インタビュー調査結果を踏まえ、司書課程･司書教諭課程を提供する教育機関を対象にカリキュラム等に関するアンケート調査実施を企画 

図書館情報学教育担当教員を対象に意識調査実施を企画

【6】2004/1/24(土)

13:00-14:30 慶大三田 図書館学教育制度の歴史的変遷を年表作成作業の中間報告 

初学者対象アンケート調査質問項目(案)とプレテストの検討･教育機関対象アンケート調査質問項目(案)の検討 

アンケート調査内容、方法等について、メーリングリストによる検討を継続することで合意

 2．事例研究

　図書館情報学教育班の2003年度の研究では、ケーススタディ手法を応用し、インタビューおよび資料分析を併用した。

2.1　調査対象

　調査対象を選定するにあたっては、『日本の図書館情報学教育2000』を基礎データとし、この調査以降に図書館情報学課程および司書課程が新設された大学の情報を『図書館年鑑』などから補い、両者を併せてサンプリングのための母集団とした。

　多様性の確保という観点から、(1)教育形態、(2)設置されている大学等の種類、(3)大学等の設置形態、(4)地域性、(5)課程開設時期、(6)司書資格取得に必要な最低単位数、の6項目を考慮して調査対象候補を選定した。

　調査途中で、学校図書館班の提案により司書教諭の養成を行っている機関を調査対象に含めることになったため、司書と司書教諭の両方の養成を行っている大学における状況について調査することとした。

　予算とスケジュールの制約から、いくつかの機関の調査を2004年度に実施することとした。

　最終的に2003年度の調査対象としたのは表2に示す12機関(パイロット･ケースも含む)である。

表2．2003年度事例調査対象機関とその属性 機関名 調査日 教育形態 種類 設置形態 地域 設置年 最低単位 備考 

-------------------------------------------------------------------------

A 2003/7/28 中間型 4年制 私立 関西 1964 24 パイロット 

B 2003/9/6 専門学科 4年制 私立 中部 1985 38 パイロット 

C 2003/11/22 課程 4年制 国立 関東 2003 26-28  

D 2003/11/22 専門学部 4年制 私立 関東 1995 34  

E 2003/12/13 専門学部 4年制 国立 関東 1979 32  

F 2003/12/25 中間型 4年制 私立 中部 1999 22 司書教諭 

G 2004/1/10 課程 4年制 私立 北海道 1970 22  

H 2004/1/10 中間型/通信教育 4年制 私立 関東 1973 23 司書教諭 

I 2004/1/17 中間型 4年制 私立 関東 1959 30 司書教諭 

J 2004/1/24 課程/講習 4年制 私立 関東 2000 30 司書教諭 

K 2004/1/29 課程 4年制 私立 中部 2000 不明  

L 2004/1/31 課程 短大 公立 中国 1988 21  

2.2　調査内容と収集資料

　研究会における議論を通じ、以下のようなインタビュー調査項目と収集資料を設定した。

インタビュー調査項目 

設置時期―改組･カリキュラム改定･学内での位置づけ 

理念･使命 

現状 

抱えている課題(設置母体への不満、運営上の悩み) 

評価(授業評価、自己評価、第三者評価)

収集資料

シラバス 

開講科目表

　調査の実施に当たっては、事前に質問事項と収集資料一覧をインタビュー対象候補者に電子メールで送付した。承諾が得られたものについては、インタビュー対象者と教育班メンバーのスケジュールを調整してインタビューの日時と場所を決定した。

　インタビューの場所は、インタビュー対象者所属機関への訪問調査または東京地区への来訪のどちらかとした。

　パイロット･ケースを含め、表2に示す日程で12機関を対象にインタビュー調査を実施し、関連資料を収集した。

2.3　調査結果

　日本の図書館情報学教育は多様であることがあらためて浮き彫りとなった。調査の結果得られた主な知見を以下に列挙する。

・改組については、司書課程は設置学部などの上位組織の改組に影響を受けている。図書館情報学専門課程の多くは、大規模な改組やカリキュラム改定を経験している。 

・事務組織上の位置づけについては、小規模な組織では司書課程のための事務組織はおかれていないものが多く、大規模な組織では資格関係を一括して扱う組織があるものが多い。 

・理念･使命としては、図書館情報学の専門課程では、図書館情報学の発展、図書館情報学の専門教育が指摘され、司書課程では、所属する学部、学科などの特徴あるコースとして存在することがあげられている。 

・司書課程科目を卒業単位として認定するか否かは、各組織でかなり異なり、全く認定していない、一部を組み入れる、学生の所属学科により異なる、学科の共通科目となっている等の多様なパターンがある。 

・授業評価、自己評価、第三者評価を含む評価の実施は、機関ごとにばらつきが見られた。授業評価を実施している機関は比較的多く、学期の終了時に大学としてあるいは教員が独自にアンケート調査を行っている。 

・卒業生の進路では、図書館司書の採用減を反映して司書資格を取得した学生が図書館員となるケースはきわめて少なくなっている。図書館情報学の専門課程では、卒業生は広く情報関連企業に就職している。 

・教員同士のコミュニケーションに関しては、理念共有のため密接なコミュニケーションが行われている機関、定期的に関係者の会議を開催している機関、カリキュラム改革に向けて議論を行っている機関がある一方で、時間等の制約から教員同士が話し合う機会がほとんどない機関もある。

調査を通じて大学等の設置母体に対する不満や運営上の悩みを把握した。

・司書課程では、人的資源、物的資源、時間割等のリソースに関する問題が指摘された。

将来の課題として、実習を行っていない司書課程では希望者に図書館実習の機会を与えたいという要望が多い。

・また、現行の司書養成科目では公共図書館に焦点を絞っているが、大学図書館、学校図書館、専門図書館等に関する知識を教えたいという意見もあった。

・演習科目では司書資格を持つ図書館員に学生への説明を依頼しているが、有資格者が他部署に異動するため有能な司書の経験知を活用できないという問題が生じている。

　以上のほか、司書課程の存在意義、学内他学部との関係も課題となっている。

　さらに、司書課程を担当する教員個人の問題として、科目の過重な負担、研究と教育の乖離などが把握された。
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